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つの会計思考
植野郁太
I 
激動する経済的環境に順応して，財務会計ないし財務諸表の改善，内容の
充実を計ろうとする動きが活溌である。そこで最近とくに注目されるのは，
AAAが1966年に発表した ASOBATに代表されるいわゆる情報論的接近
1) 
である。それは「技術革新と人間行動についての知識の進歩によって会計の
範囲とをの方法は変化しつつあり， また将来も変化しつづけるだろう。」と
の認識のもとに， 会計を測定・情報システム (measurement-informationsys-
tem)として統一的に把握し，現行会計の徹底的変更 (sweepingchanges)，財
2) 
務会計の伝統的壁の突破を強く意図したものである。
ASOBATは会計を「情報の利用者が判断や意思決定を行なうにあたって
事情に精通したうえでそれができるように，経済的情報を識別し，測定し，
伝達する過程である。」と定義している。 そしてまた「外部利用者に対する
会計情報」としての財務諸表についてもまず外部利用者の情報要請の検討か
らみていかれる。そこでは外部利用者は会計情報をある種の予測のための手
段として利用しているのだとし，このような予測努力の主要なものとして，
収益力 (earnings)，財政状態と流動性 (financialposition and liquidity)，経営
の効果性 (managementeffectiveness)，受託責任の遂行状況 (stewardship)の
1) AAA, A Statement of Basic Accounting Theory, 1966. 飯野利夫訳 アメリカ
会計学会基礎的会計理論。本稿ではすべて (AAAの） ASOBATと略称してい
る。また個々の引用頁は明示していないが，第2章および第3章からの引用がほと
んどである。
2) R. R. Sterling, "A Statement of Basic Accounting Theory: A Review 
Article" Journal of Accounting Research, Spring 1967, pp. 95~112. 
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四つをあげている。そして財務諸表の改善についての一般的勧告では，実際
の取引にもとづいた情報 (historicaltransaction-based information)すなわち取
得原価を中心とする情報と，カレント・コストによる情報 (currentcost in-
formation)の二つをならぺ記載する多元的評価による報告書 (multi-valued
report)の作成を勧告しており， このことについて「取得原価による情報は
市場取引を反映しており，カレント・コストによる情報は市場取引に未実現'
の市場影善のもたらす効果を示すことになる。このように環境に関する情報
をふくめることによって，会計士はよりいっそう目的適合性 (relevance)の
基準に順応することができる。」と説明している。
上記のような動きに対して，より現実的に現行の会計実践を全面的に肯定
し， 日常の取引の勘定記録から年度決算による財務諸表の作成・公示にいた
る計算制度としての財務会計について，それらを所与的なものとして，どち
らかといえば記述的に，その内容のより正確な理解を主とし，それによって
会計実践をより適正なものにしようとする方向もある。その典型的なものと
して， AICPAの APBが1970年に発表したステートメント No.4をあげ
3) 
ることができる。そこでは最近の規範的な研究成果を十分に考慮しながら
も，なおかつ内客的には視行の会計慣行に概念的な基礎を与え，将来の会計実
践の改善も大筋においては蜆行の取得原価と実硯収益による計算 (historical
cost-revenue realization)の体系を崩すものではないだろうことを示唆する記
述的なものに止まっている。
このような AAAの ASOBATと APBのステートメントの相遮は，
前者が会計を意思決定モデルに適合した「属性の測定」 (measurementof at-
tributes of things)としてとらえているに対して，後者が会計をどこまでも企
業に「おこった事象の記述」 (descriptionof events that happened) としてとら
3) Basic Concepts and Accounting Principles Underlying Financial Statements 
of Business Enterprises, Statement of the Accounting Principles Board of 
AICPA, No. 4, 1970. 川口順一訳 アメリカ公認会計士協会企業会計原則。本
稿ではすべて APBのステートメントと略称している。また個々の引用頁は明示し
ていないが，第3章および第4章からの引用がほとんどである。
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4) 
えていることにあると説明することができる。また井尻教授は「会計は，そ
れが遂行すぺき二つの基本的に異なった機能をもっている。一つの機能は会
社の利害関係者の権益を保護することであり，他は（会社の内部あるいは
外部の）意思決定者にかれらが資源配分についての意思決定をするのに役
立つような適切な資料を提供することである。前者の機能を指向する会計
が equityaccountingであり，後者の機能を指向する会計が operational
5) 
accountingである。」と説明している。 「井尻教授のこの分類は必ずしも
従来から用いられている財務会計と管理会計の分類に一致するものではな
い。もし財務諸表が投資の意思決定を容易にするのに使用されるならば，そ
れらは operationalaccountingの産物であり，それらが相対立する利害
の問題の解決に利用されるならば， それらは equityaccountingの産物と
6) 
なる。」この分類にしたがえば ASOBATは財務会計をあえて operational
accoutingとしてとらえようとしているに対して， APBのステートメント
は財務会計を equityaccountingの領域から多くをふみだしえないものと
してとらえているということができる。
本稿では， AAAの ASOBATと APBのステートメントの対比を中心
として，少し方法論的な考察をまじえながら，財務諸表の改善の方向を検討
してみることにしよう。
]I 
ビームスは会計思考 (accountingthought)を「企業についての有用な情報
の提供」を目的とするプラグマティックな（実用主義的な）もの (pragmatic)
と，「企業の財務的経験の表示」を目的とするエンピリカルな（経験論的な）
7) 
もの (empirical)とに二分している。もっともかれは， 両者は根本的に対立
4) D. I. Mcdonald, Comparative Accounting Theory, 1972, p. 13. 
5) Y. Ijiri, "A Defense for Historical Cost Accounting", R. R. Sterling (Eds.), 
Asset Valuation and Income Determination, 1971, pp. 1~14. 
6) D. I. Mcdonald, op. cit., p. 19. 
7) F. A. Beams, "Indications of Pragmatism and Empiricism in Accounting 
Thought" the Accounting Review, April 1969, pp. 382~388. 
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するものではない，一方の考え方を基本的なものとすることは他方を排斥す
るものではなく，その重要性を制約するに過ぎないと指摘している。この分
類にあてはめれば， APBのステートメントはエンビリカルなものに属し，
ASOBATはプラグマティックな考え方をよりいっそう撤底させたものと
いうことができる。まず後者の説明からはじめよう。
前項に引用した ASOBATの会計の定義は， それを財務会計に限定して
みる限り，従来の通説的なものと相当に異なっている。それと関連してここ
でまず問題とすべきは， ASOBATが有用性の概念をいかに規範的な会計理
論の構成概念 (construct,constructive concept) として用いているかである。
有用性 (usefulness)は一般的にいって，情報をその利用者ないしその利用
目的との関連でとらえた概念である。ある情報の有用性は，当該情報の利用
者の利用目的をどれだけ有効に満足させるかによって決定される。したがっ
てプラグマティックな観点から有用性を強調すればするほど，特殊具体的
に，詳細に設定された利用目的を前提として，その目的に適合した情報はい
かなる内容をもつべきかが検討されることになる。すなわち利用目的につい
ての検討がすすみ，特定の利用者集団の意思決定モデルが明らかにされたな
らば，そのモデルにふくまれる変数や関係の見積りにもっともよく適合した
事物の属性を選択し，測定し，伝達することが，会計の基本的機能であると
される。したがって財務諸表についても，一般目的のための単一性ではな
く，特定目的別の多様性が要求されることになる。
このように利用目的の多様性を想定して，各目的に適合した属性の選択，
測定を問題としていくことは，ビームスの指摘するように操作主義的接近
(operational approach)である。この接近法のもとでは，あるものがいかに
選択，測定されたか，その選択，測定にあたって遂行された操作が問題とさ
れ，そのあるものの特性 (property)が何であるかは直接には問題とされな
い。また測定には過去あるいは現在の事象だけでなく，一定の仮定にもとづ
＜将来的事象もふくまれるから， 測定の事実との照応 (correspondencewith 
fact)はあまり問題とされない。
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このような操作主義的接近法がプラグマティックな思考に妥当なものとさ
8) 
れる理由をビームスは次のように説明している。 「操作主義的規定は，企業
経験についての記述を要求するものではなく:,むしろ企業経験についてより
有用な情報をうるための基準を提供するように配慮している。またそれらの
検証 (verificati~n) は事実との照応関係にあるのではなく，それらが他の代
替的方法よりもより有用な情報提供に役立つということにある。操作主義的
観点からは，在庫品の種々の評価方法（先入先出法，後入先出法，最高価額—
先出法，その他）は資産「棚卸」についての異なった構成概念であり，個々
の方法がどれだけ事実に照応するかについての異なった解釈ではけっし・てな
い。同じことが減価償却や利益についてもいえる。」と。
ASOBATの有用性の説明は，このようなプラグマティックな思考による
操作主義的接近としてとらえることができる。有用な会計情報についての
ASOBATの説明は次のとおりである。 「会計情報は当該実体の内部及び外
部で種々の立場で活動している人々に有用 (useful) でなければならない。
それは目的の設定，意思の決定，また目的遂行のための資源の管理と統制に
有用でなければならない。情報の効用 (utility)は，利用者が開心をもつ事象
の実態についての不確定性を軽減する能力に存する。本委員会は次に示す会
計情報についての基準ー一目的適合性(relevance)，検証可能性(verifiability),
不偏性 (freedomfrom bias)， 計量可能性 (quantifiability)の四つの会計基準
(accounting standards)一の順守が不確定性の著るしい軽減をもたらすだろ
うと考えている。」と。
この説明で注目されるのは，有用性に関連して「効用」の概念を用いてい
ること，すなわち情報をただ単に利用者あるいは利用目的に対する役立ちと
いう次元にとどめず，さらに情報の効用にまで掘下げて検討していることで
ある。それは，ある財を経済的に価値あるものとするとき，その要素を当該
財の経済的効用すなわち欲望充足能力と相対的稀少性に求める説明に似て
いる。ところで情報の効用は「不確定性を軽減する能力」 (abilityto reduce 
8) F. A. Beams, op. cit., p. 385. 
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uncertainty) と規定され， それは情報利用者の意思決定モデルにふくまれる
変数ないし関係についての予測をより確実にするのに役立つことを意味して
いる。そしてある情報が効用をもち，真に会計情報といいうるかどうかは上
記の四つの会計基準にてらして判定されるとしているのである。
また会計基準について次のようにも説明している。 「これらの基準は潜在
的な会計情報を評価するにあたり使用される判断基準 (criteria)を提供す
る。」「これらの基準は二つの目的に役立つ。第一にそれらは会計方法の適切
性ないし妥当性 (validityor adequacy) を， それがつくりだす情報の観点か
ら評価する根拠ないし出発点を設定する。第二にそれらは特定の用途に関連
した情報に対して要求される基準順守の度合を決定するメカニズムを提供す
る。」と。これらの説明は操作主義的接近法としてみるときはじめて十分に
理解できるものである。
皿
APBのステートメントは「会計はサービス活動である。その機能は経済的
意思決定—いくつかの選択可能な行為コースからの合理的選択ーーをする
に有用であるように意図された経済実体についての，本来財務的性格をもつ
計数的情報を提供することである。」との定義をあげている。 それは外見的
には ASOBATの定義によく似ている。 しかしこのステートメントは上記
の定義につづけて，財務会計を会計の一領域であると規定し，それを「一企
業の経済資源と債務 (economicresources and obligations)並びにこれらの資
源と債務に変動をおよぽす経済活動を貨幣額により計数化した連続的な歴史
(continual history)である。」と説明している。また「財務会計は相当程度
その環境により，とりわけ (1)それが奉仕する多くの利用者，（2）社会におけ
る経済活動の全体的組織，（3）個々の企業における経済活動の性格，（4）経済活
動を測定する方法により形成される。」としている。 そして財務会計は高度
に発達した資本主義経済体制のもとに存在するものであることを指摘し，企
業活動は当該企業に帰属する経済資源と経済債務，ならびに両者の差額とも
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いえる残余権益(residualinterest)の変動すなわち増減をもたらすものとして
とらえられている。また企業の経済資源と経済債務ならびに残余権益につい
ての定期的な，信頼性のある財務会計情報は「変動する経済的条件のまった
だなかでその企業が存続し，順応し，成長し，繁栄しうる能力についての判
断を形成するために要求される」ことが強調されている。
次に企業活動の測定は貨幣により，とくに資源については交換価格にもと
づいて行なわれるが，現在では原価主義と実硯主義による測定が是認される
ことを強く指摘している。このステートメントも測定の概念を用いるため
に， 「測定されるべき属性を明確にし，かついかにして，いつ測定をすべき
かを明確にする概念によって，属性は選択されるべきである。測定概念につ
いての意見の不一致が，財務会計およぴ財務諸表の目的をいかにして達成す
るかについての多くの意見の相遮の源となっている。」との説明もみられる。
しかし貨幣経済において経済活動の効果が貨幣により測定される限りにおい
て，それは貨幣的属性 (monetaryattributes)に限定されるという。また資源
を交換価格により測定するとして，そこに考えられる価格には (1)企業の過
去の購入交換における価格，（2）現在の購入交換における価格，（3）現在の販売
交換における価格，（4）将来の交換にもとづく価格，の四つが考えられ，それ
らはいずれもある程度適用されているが，基本的には過去の交換価格による
べきことを明記している。
すなわちこの報告書は一般に是認された会計原則を普通原則 (pervasive
principles)， 広範な施行原則 (broadoperating principles)，細目の会計原則
(detailed accounting principles)の三段階に区別し，普逼原則として六つの原
則をあげているが，その最初の二つが「資産と負債の原初記録」 「実現」で
あり，それぞれ次のように規定されている。 「資産と負債の原初記録ー一資
産と負債は，一般に企業が他の実体から資源を取得し，あるいは他の実休に
対して債務を負担することになる事象にもとづいて原初的に記録される。資
産と負債はそれにより移転が行なわれる交換価格によって測定される。」「実
現—収益は一般に次の条件の双方がみたされる時点で隠識される。 (1)収益
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稼得のプロセスが完了するか，または事実上完了すること。 (2)交換が行なわ
れること。」
なお測定についての説明の個所に「企業の資源および債務とそれらの変動
とは不可分に結びついているから，資源と債務の測定とそれらの変動（それ
には一期間の純利益の源となる変動を含む）の測定とは同一問題の二つの側
面である。」と述べている。 それは，会計的測定が伝統的な複式簿記による
計算記録であることを表明したものといえる。
さてこれまでみてきた APBのステートメントの説明は， ビームスのいう
エンピリカルな会計思考に立脚するものである。かれはこの思考を次のよう
9) 
に説明している。「エンピリカルな観点は，正当な所信 (warrantedbeliefs)を
得るためには観察が必要だとするものである。このことを強調していけば，会
計は企業の財務的経験に関する実情についての異論のない情報 (indisputable
information)を得たいとの希望によって動機づけられる。 もしこの目標が達
成されるべきであるとすれば，そこでは観察された企業経験からの数量的に
分析された資料だけが考えられる。この情報の検証は，それの事実との照応
およびそれの文書的証拠 (documentaryevidence)による裏付についての判断
からなりたつことになる。」と。
またこのようなエンピリカルな思考にたてば，理論的には制定的ないし記
述的接近 (constitutiveor descriptive approach)がとられることになると，か
れはいう。財務会計ないし財務諸表の目的を企業の財政状態と経営成積の表
示であると規定することは，まさに会計の記述的な定義である。かかる定義
が企業の財務的経験についての異論のない情報を得るための出発点とされ，
また会計的観察の出発点とされる。さらに測定は観察結果にもっとも近似し
た数値の提示であると解釈され，そこにつくりだされる情報の信頼性は「事
実との照応」にもとめられることになる。
9) F. A. Beams, op. cit., p. 384. 
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前項にみたように APBのステートメントは会計思考としてはエンピリカ
ルなものに属し，制定的ないし記述的接近の方法をとるわけだが，それは財
務会計を制度的なものとしてとらえることの当然の結果でもあろう。制度
10) 
(institution)は一般的には次のように説明される。 「人間の行動，態度，観
念を律するさまざまな規範が，行為者のいだく目的，内容にしたがってたが
いに関連づけられ，一定の形態をもつにいたったもの，……一定の状況の下
でだれがなにをいかにすべきかについての規範的様式の複合体が制度であ
る。それを外からみると，人々の間で営なまれ，社会的に確定され，是認さ
れた行動様式にほかならないが，内にこの行動様式をささえている観念，態
度，価値指向があって，それらが人々をして状況を一定の仕方で受取らせ，
解釈させ，また一定の行動に出させるのである。」と。
株式会社形態の企業が登場し，財務諸表の公示が法的に強制されてからす
でに長い年月が経過した。その間，常に多くの社会的関心を集め，またそれ
によって財務諸表の公示制度の発展の大きな契機となったのは，会計上の虚
偽，不正の防止，とりわけ粉飾決算の防止であった。それは真実な，信頼性
ある財務諸表への要請である。この要請に応じて，一方には真実，正義，公
正等の名で倫理的規範が強調されているが，現実により大きな力となってい
るのは一般に是認された会計原則の設定とその順守である。それらは主とし
て財務諸表を作成・公示する側にたっての問題提起であるといってよい。そ
れに対して当然に，公示財務諸表を利用する側からの問題提起もあるはずだ
し，この側面は最近ますます重視されるようになった。いいかえればそれは
利用者指向的 (userorientation)であり，財務諸表の利用目的に対する有用性
の強調である。
しかし，いかに有用性を強調するにしても，財務諸表の制度的把握からエ
ンピリカルな思考に立脚する限り，それは「一般目的に対する有用性」の枠
10) 鹿島出版会社会科学大事典 11巻 277頁。
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を容易に越えうるものではない。プラグマティックな思考に立脚した「特定
目的に対する有用性」の要請とは明瞭に一線を劃することになる。このこと
はすでに AICPAの会計研究双書 No.1として発表されたムーニッツの会
計公準論にも明瞭に指摘されていた。そこではプラグマティックな観点から
有用性が重要視される例のあることを隠めながら，それに対して次のように
11) 
反論している。 「会計その他の領域において有用性を判断基準として強調す
る人はだれでも，何人に対して有用なのか，またそれはいかなる目的に対し
て有用なのか，という二つの質問に答えなくてはならない。そしてここに危
険が介在する。…•••たとえある特定の利害者集団が，当該会計の発展や財務
諸表およぴ報告書の形式における会計の最終産物に主たる関連をもつか否か
をとわず，とにかく会計がある特定の利害者集団の独占物であるという前提
にたって論議することはできない。」と。
APBのステートメントも， 財務会計情報ということから，その利用者集
団別に利用目的ないし要求について簡単にふれている。しかしそのすぐあと
に，財務会計情報は各利用者集団ごとの特定の要求に向けられることがある
にしても，本来それは共通の要求 (common_needs)に応ずるものであり， 財
務諸表は企業の財政状態およぴ成長に関する一般目的報告書(generalpurpose 
reports)であると説明している。
さて上記のような APBのステートメントにおける「一般目的」への固執
は，目的適合性の基準の適用における価値判断についての ASOBATの見
解との相遮となってあらわれてくる。 ASOBATは目的適合性， 検証可能
性，不偏性，計量可能性の四つの会計基準のうちで，目的適合性はすべての
会計情報に必須の特性 (necessarycharacteristic)を示す基本的なものとして
いる。このように目的適合性を強調することは，プムグマティックな思考，
さらに会計を測定・情報システムとしてとらえる観点からは当然のことであ
11) M. Moonitz. The Basic Postulates of Accounting, AICPA, An Accounting 
Research Study, No. 1, 1961, p. 4. 佐藤孝ー・新井清光共訳 アメリカ公認
会計士協会・会計公準と会計原則 35頁．
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12) 
る。スターリングはこのことについて次のように述べている。「測定の問題を
かかげることは目的適合性の問題をかかげることである。人はある対象の特
性(propertiesof object)のすべてを測定するのではなく，かれの目的に適合し
た特性だけを測定する。」「会計における測定はある目的の関数である。」・と。
APBのステートメントも同様に， その質的目的のトップに目的適合性を
あげている。しかしそれは一般目的情報の目的適合性 (relevanceof general 
purpose information)として規定されていることに注意しなくてはならない。
目的適合性の概念はもともと特定目的に対する適合性を要求するもので，一
般目的に対する適合性は無意味なような印象を与える。それにあえて情報論
的観点から意味付をしようとすれば，武田教授のいわれるように「単一性の
13) 
原則のもとでの情報の多目的利用可能性」として説明されることにもなる。
しかしこのステートメントは利用者の共通の要求に焦点をあわせ， 「共通の
要求とそれらに適合する情報を決定することが絶対に必要な課題である。」
としている。
「企業実体に対して正当な利害関係を有する投資家その他の利害関係者に
対する受託責任の履行」を基本的要因として発展してきた制度的な財務会計
ないし財務諸表にとっては，あえてプラグマティックな思考に撤底して特定
目的への適合性を強調しなくても，一般目的のもとでの目的適合性の追求で
も，なお現行の会計実践の改善の余地は十分にあり，この方向こそ現実的に
有意義であるとするのが，このステートメントの立場であると解釈される。
「一般に是認された会計原則」をつうじての会計実践の改善という AICPA
の負わされた責務からして，それはまた当然のことだろう。
＞
 
エンピリカルな会計思考から，制度的会計についての制定的ないし記述的
接近においても，その内容は現行の会計実践の改善，充実を計るものでなく
12) R. R. Sterling, op. cit., p. 100. 
13) 武田隆二著情報会計論 119頁．
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てはならない。 APBのステートメントはこのことを財務会計および財務諸
表の目的 (objectives)として論議している。 そこでは次のように説明してい
る。「財務会計および財務諸表の基本目的 (basicpurpose)は，財務諸表の利
用者，とりわけ所有主と債権者が経済的意思決定をするにあたり有用である
企業についての計数による財務的情報を提供することである。この目的は経
営者の受託責任，その他の経営上の責任の遂行における効果性を評価するに
あたり使用されうる情報の提供を含んでいる。これらの目的の枠組のなかに
•おいて，財務諸表は (1)財務会計情報の適切な内容を決定し（一般目的一
general objectives-），そして (2)財務会計情報を有効ならしめる特性を指示
する（質的目的一qualitiveobjectives-）ところのいくつかの目的 (objectives)を
もっている。これらの目的は一般に是駆された会計原則を評価し，そして改
善する手段を提供する。」と。
この説明において，訳文ではともに「目的」と訳したが，原文では purpose
と objectiveを明瞭に区別していることにまず注意しなくてはならない。
purposeは財務諸表をその利用者集団やかれらの利用目的との関連で取扱
うときの用語として用いられている。わが国の企業会計原則に「株主総会提
出のため，信用目的のため，租税目的のため等種々の目的のために……」と
いうときの目的がここにいう purposeである。それに対して objectiveは
利用目的に適合したものとしての財務諸表の内容ならぴにその要件ないし特
性を示すものとして用いられている。そして財務諸表の改善にあたり重視す
べきは objectiveであり，それをさらに詳細に検討しようというのがこのス
テートメントの考え方である。
さて目的は上記の引用文にもあるように，一般目的と質的目的に区別され
る。企業会計原則の冒頭にあげられている真実性の原則をあえてこの区別に
そくして分析すれば，財務諸表を企業の財政状態およぴ経営成績の表示とす
るのが一般目的に相当し，真実なものでなくてはならないとするのが質的目
的に相当する。しかしここではそれらの内容をさらに掘下げて検討する必要
がある。このステートメントは，一般目的と質的目的との関係について，一
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般目的は企業の経済資源と債務，それらの変動についての信頼性のある財務
諸表を提供することである，しかしそれはこれらに関連する事象のすべてを
理想的に網羅し，報告することを要求するものではなく，いかなる経済資源
と債務，それらのいかなる変動をいかに測定し，報告すべきかの決定に役立
つのが補完的な一組の目的，すなわち質的目的であると説明している。これ
らはいわばプラグマティックな，情報論的な説明ともみることができる。し
かしそれにつづけて，次のような一連の説明があることをみのがしてはなら
ない。
「財務諸表の目的は一般に是認された会計原則に準拠して，（1）財政状態，
(2)営業活動の結果，（3）その他の財政状態の変動を適正に表示することであ
る。企業の財政状態の変動は当該財務諸表が作成される時点において一般に
是謁されている会計原則に準拠して確認され，測定された経済資源と債務お
よびそれらの変動によって限定される。」
「財務会計と財務諸表の一般目的は企業の経済資源と債務について信頼性
のある財務情報を提供することである。…企業の経済資源と債務についての
情報は，変動する経済的条件のまっただなかでその企業が存続し，順応し，
成長し，繁栄しうる能力についての判断を形成するために要求される。」「一
般目的は情報の内容をそのもととなる企業の活動およぴ情報利用者の要求と
関連ずけることによって会計原則の改善を助成する。」
「質的目的は社会全体によって望ましいゴールとして是認されている真実
(truth)，正義 (justice)，公正 (fairness)といった広汎な倫理的ゴールとも関
連している。質的目的がみたされるに応じて，財務情報をより有用ならしめ
ると同様に，広汎な倫理的ゴールを達成することに向けての進歩がみられる
のである。質的目的は真実，正義，公正といった倫理的ゴールほどには抽象
的でないから，より直接的に財務会計に適用されうる。しかしなおそれら
は，会計原則の評価とその改善に利用するにあたり判断を必要とする通則
(generalization)である。」
これら一連の説明は，このステートメントが一方に最近の情報論的説明を
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加味しながらも，なお基本的には1930年代からの財務会計制度の近代化のな
かで AICPAが堅持してきた立場をそのまま継承していることを明らかに
示すものである。そこに制定的ないし記述的接近の典型的なものをみせつけ
られているように思う。
ところで APBのステートメントは質的目的として目的適合性(relevance)• 
理解可能性(understandability)，検証可能性(verifiability)，中立性(neutrality).
適時性 (timeHness)，比較可能性 (comparability)，完全性 (completeness)の七
つをあげている。これらのものは ASOBATのあげている目的適合性，検
証可能性，不偏性，計量可能性の四つの会計基準，さらに会計情報の伝達に
関する指針 (guidelines)としてあげられた五つのもの，すなわち (1)予期さ
れる利用に対する適切性 (appropriateness), (2)重要な関係の明示，（3）環境的
情報の付記，（4）会計単位内および単位相互間の実践の統一性，（5）実践の期間
的な継続性，と外見的によく似ている。しかし両者はその設定の目的におい
て大きな相遮があることをみのがしてはならない。 ASOBATのいう会計基
準はプラグマティックな思考から目的適合性の要請に応じてますます増大す
るだろう港在的な会計情報を念頭におき，どこまでを会計情報といいうるか
14) 
その限界を明らかにするものと解釈される。それに対して APBのステート
メントの一般目的および質的目的は現行の会計原則の改善，財務諸表の内容
の充実を検討するにあたっての指標として設定されたものである。会計原則
は会計の目的それ自体ではなく，会計環境の変化に順応して改善されるべき
ものだとすれば，その検討にあたりまず会計の目的，とりわけ質的目的を明
示しておく必要があるとしているのである。
財務諸表の改善，内容の充実を目標としてかかげるとき，それはビームス
のいうプラグマティックな思考によるべきか，ェンピリカルな思考を堅持す
べきかは意見のわかれるところであろう。しかし実際の制度的な財務諸表を
14) N. M. Bedford, "The nature of Future Accounting Theory" the Account-
ing Review, January 1967. pp. 82~85. 
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想定する限り，後者の立場がより現実的であることは否定できない。会計実
践は「一般に是認された会計原則」に準拠して行なわれてきた。今後の会計
実践の改善もこの会計原則の改訂を通じて実行されていくことになろう。会
計原則が「理論的是認」ではなく， 「一般的是認」を前提とする限りにおい
て，そこに現行制度の根本的，撤底的変更はありえない。現行の財務会計制
度を、大筋において是駆するときにも，会計環境の変化，複雑化に伴なって多・
くの問題点があることは， APBのステートメントの説明のなかに十分に示
唆されている。エンピリカルな思考にたって制定的ないし記述的に種々の問
題を吟味していくことが真にみのり多き会計改善のみちだろう。
